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1 第2期長広域連中枢都市ビジョン(素案)の概要について

m 連携中枢都市について

ア連携中枢都市

地方圏において、昼夜間人口比率が概ね1以上の政令指定都市・中核市(人口 20万人

以上)と、当該市と社会的、経済的に体性を有する近隣市町村で形成する都市圏。

イ連中枢都市圏の目的

人口減少、少子化・高齢化が進行する中にあっても、住民が安心して快適に暮らしを

営んでいくため、結びつきが強い近隣自治体が広域的に連携し、行政区域を越えた一定

の都市圏において、それぞれの限られた財源や地域資源などを活用し合いながら、地域

経済を活性化し、持続可能な地域社会を形成していく必要がある。

「連携中枢都市圏」は、中核市や政令指定都市など相当の規模と中核性を備える地方

都市が、近隣の市町村と連携して一定の圏域人口を保ち、活力ある社会経済を維持する

ための都市圏を形成することを目的としており、長崎市、長与町、時津町による「長崎

広域連携中枢都市圏」を平成 28 (2016)年12月に形成した。

連携協約に基づき推進する具体的取組等を連携中枢都市圏ビジョンに掲げ、圏域にお

ける経済成長のけん引」や「高次の都市機能の集積・強化、生活関連機能サービス

の向上を図り、活力ある社会経済を維持するとともに、魅力ある都市圏の形成を目指

す。

ウ域形成の経過

(ア)平成 28年6月10日

(イ)平成 28年12月27日

(ウ)

(エ)

平成 29年3月

平成 30年3月

工 財政措の概要

連携中枢都市宣言(長崎市)

構成市町議会の議決を経て、連携協約締結

(長崎市・長与町、長崎市・時津町)

連携中枢都市圏ビジョン策定

連携中枢都市圏ビジョン改訂

区 分

普通交付税

特別交付税

長崎市 時津町

1市2町圏域圃域50万人)

約 1.65億円

1市2町圏域圃域50万人)

約8,200万円上限

0地域活性化事業債の充当

圏域で必要なインフラ等施設整備に対し、地域活性化事業債を充当

0社会資本整備総合交付金の配分に一定程度配慮(国交省)

0その他関係各省による各種事業の優先採択の配慮

地方債

各省による支援策

連携中枢都市圏

長与町

1,500万円上限 1,500万円上限

地
方
交
付
税



②第1期長広域連携中枢都市圏ビジョン【平成28年度~令和2年團の検証

第1期ビジョンでは、目指す将来像を「活力と魅力にあふれる長崎都市圏~住みたい、

住み続けたい、訪れたい~」とし、令和2年度末の目指すべき圏域人口 49 万4千人確

保に向け具体的取組を推進しているが、転出超過による人口減少が進行し、令和兀年10

月現在で48万2千人となっている。

人
600,000

500,000

400,000

516' 413

42,538

300,000

501,9郭

200、 000

実値

!482,4261

42,230

'.................................
..
..

100,000

.

.

.

.

.

.

充

目標値

493,751

41,630

r^長崎市 町Π訂T司時津町r^

資料:各市町の「人ロビジョン」、国立社会保・人口問題研究所(平成25年3月)による人口推計
実績値は令和元年10月1日現在の推計人口(長崎県異動人口)
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29,鯰

"22 {2010}

43,899

11,421

ア成果と課

圏域の役割

圏域全体の

経済成長の

けん引

481,906

43,904

H27 {20巧}

4舶 9,3

課題

・海洋再生可能エネルギー分野において、

核となるりーディング企業の育成

・ものづくり支援について、企業を取り巻

く環境の変化への対応

・地域商社による販路拡大について、効率

的な物流の確保、取扱商品の拡大

・MICEの誘致に関し、地兀事業者の受

注拡大を図り、地域経済の活性化につな

げること、また、新型コロナ対策と社会経

済活動の両立や、新しい生活様式、ポスト

コロナ社会を見据えた対応

0,価

469,411

43,伽

466,697

RI.10

成果

・新事業進出の際に必要となる事業可能性調

査や人材育成の取組みに対し支援し、企業の

新分野進出を促進

・長崎工業会(圏域企業含む)が実施するA

ト 10T等新技術導入支援、現場力向上塾等

の取組みを支援し、高度技術者・営業等の中

核的人材を育成

・地域商社を支援し、地場産品を取り扱う小

規模事業者の販路及び消費を拡大

・産学官連携によるM ICEの誘致を、長崎

市、 DM0及び株式会社ながさきMICEの

3者が主体となり、大学、経済界等と連携し

て実施

08,2Ⅱ

! R2(20?0) 1 R7{2025} R12【2030) R17{2035} R2212040}
●●■■■■■●■■●■■■●■,

456,113

43.5

617

飾,80

UI,819

^国立社会保障・人口問題研究所による人口推計

42 186

82,鮖

399,164

69.託



圏域の役割

2

高次の都市

機能の集積

強化

成果

・長崎みなとメディカルセンターに救命救急

センターを開設、高度・急性期医療について

心臓血管外科、脳神経外科を新設、 N ICU

を6床から9床に増床

・交流拠点施設の整備は、令和元年8月に建

設工事着手、施設名称「出島メッセ長崎」に

決定

・松が枝国際観光船ふ頭が令和2年度に国に

おいて2バース化が新規事業として採択、予

算計上

・令和2年5月に長崎市と長崎県立大学が包

括連携協定を締結、また、「游学のまち長崎シ

ンホジウム」を開催し、学生自らが考える機

会を創出

・次救急医療体制について、連携市町が協

力した運営支援を実施

・ファミリー・サポート・センターの相互利

用を平成31年4月から開始

・学生等の地元定着支援として、企業情報の

発信やセミナーの開催など、学生や保護者に

地元企業及び長崎で暮らす魅力についての

情報を発信

・移住支援として、福岡において1市2町合

同で相談会を開催し、 43組47名が移住相

談(うち2組4名が移住)

・西彼杵道路の時津工区(時津町日並郷~野

田郷)の事業進捗が図られ、未整備区問(西

海市大串~時津町日並)の早期事業化につい

て、長崎県において計画検討委員会で検討

・長崎南北幹線道路の未整備区間(長崎市茂

里町~時津町野田郷)の新規事業化に向け、

長崎県において令和兀年度に概略ルートの

検討

・婚活支援として、各企業の独身グループ同

士が交流できる登録制の仕組みを運営し、出

会いの場を創出

・圏域の7大学で実施しているボランティア

支援システム(Uーサポ)について、広報活動

等により登録者数が増加し、若者の地域社会

貢献及び地域の活性化に貢献

3

圏域全体の

生活関連機

能サービス

の向上

課題

・長崎みなとメディカルセンターの救命

救急センターにおいて、安定的な救急医

療提供体制の確保及び人材育成の強化

・「出島メッセ長崎」の認知度を拡大し、

経済効果を最犬化するため、より層の

情報発信

・九州新幹線西九州ルートの完成と併せ、

長崎港と長崎駅を「海」と陸の玄関口

として発展させ、都心部の活性化につな

げる取組み

・圏域の大学と連携し、学びの場としての

魅力を高め、地域を担う人材の地兀定着

につなげる取組み

・二次救急医療体制に必要な診療機能、専

用病床等の維持のため、継続した運営支

援

・ファミリー・サポート・センターの相互

利用について、各種媒体による周知を図

ることとあわせ、利用件数が少ない要因

の分析

・学生等の地元就職率の向上のため、さら

なる情報発仁の充実や地兀企業の採用力

強化

・移住支援について、1市2町での都市圏

としての魅力や特徴を訴える取組み

・道路等交通インフラ整備において、地域

経済の活性化と災害時におけるダブルネ

ツトワークの確保のため、早期完成に向

けた取組み



イ 成果指標(KP D の達成状況

政策分野 指標名

従業員数4人以上200人未満の事業所の製造品出
荷額等〔暦年〕
※R1実績値は12月頃確定するため、直近のH30
実桜値を記

圏域の役割

観光消費額

MIOE参加者数

クルーズ客船乗客・乗務員数

1,020億円
(H25年)

区分

目標値

実績値

達成率

目標値

実値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成牢

目標値

実値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実韻値

達成率

1,254億円

(H26年)

RI

1,020億円

1227億円

120.3%

1,541億円

1,498億円

97.2%

384.000人

426,786人

1",1%

720,000人

乃2,538人

101.フ%

'549人

'3,472人

158%

4,110人

3,408人

82.9%

70.フ%

572%

80.9%

51.0%

33.8%

663%

809%

729%

90.1%

2,431人

5,431人

223.4%

目標値
R2

356万人

(H23~25年

平均)

社会動態

1,020億円

R1の

達成状況

199'031人

(H26年)

子どもの出生数

達成
(直近値)

1.611億円おおむね達成

'1,381人

(H26年)

域における

高卒者の県内就職率

392,000人

4,086人

(H26年)

内大卒者の内就職率

達成

720,000人

616,6

(H26年度)

達成

地域でのボランティア活動に参加し
た学生数

'416人

410g6

(H26年度)

未達成

4.110人

860%

(H26年度)

未達成

1,231人

(H25年度)

72,5% 未達成

530% 未達成

87.0% 未達成

2'631人 達成

期
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(3)第2期ビジョンの目指す将来像と方向性

ア圏域の名称及び構成市町

(ア)圏域の名称長崎広域連携中枢都市圏
.

(イ)構成市町長崎市、長与町、時津町

イ計画期間

令和3 (202D 年度から令和7 (2025)年度までの 5年間

ウ目指す将来像と圏域の将来人口帽値)

活力と魅力にあふれる長崎都市圈~住みたい、住み続けたい、訪れたい~

55,16

長与町

<将来人口>

圏域内の各市町が、地方版総合戦略の策定に当たり、人ロビジョンに掲げた将来推計

人口の合計から算出。

指すべき圏域人

(令和7年度末)

46.7万人

長崎市

人
500,000

450,000

400,000

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

482,426

41,630

時津町

480,246

41,99

4 8,62

466,652

42,66

4 5,04

11,42

R2(202の R7(2025) R12(2促0) R17(2035) R22(204の R27{2叫5)RI.10

「一「長崎市r^長与町r^時津町 人口推移予測(指数回帰)、社人研による人口推計※

(出典:RI.10 は令和元年10月1日現在の推計人口(長崎県異動人口))

09,44

452

41,6

※長崎市:人口推移予測(指数回帰)、長与町、時津動:国立社会保障・人口問題研究所(平成30年3月)による人口推計

95,58

438,620

41,0

4 1,98

423,249

40,
4 ,489

41,78
6937

408,520

3 7,65

8

366511

1



<将来人口構成比>

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40X

30%

20%

10%

眺

31.腿

56.3%

31.鵠

老年

生産年齢

年少、

56.1%

RI.10

33.暁

RI.10

150,17フ

267,646

57,フ75

R2 (2020)

工第2期ビジョンの方向性

(ア)全国的に人口減少が深刻化し 65 歳以上の高齢者人口がピークを迎える 2040年ご

ろを見据え、人口減少が進んでも住民に安定的な行政サービスを提供するため市町

村の広域連携が必要とされている中、当圏域は高齢者人口が 2025年から 2030年ご

ろにかけてピークを迎えるため、全国に先駆けて人口構成の変化へ対応する必要が

ある。

弘.3%

34.解

R2(202の

152,783

269,636

57β27

R7 (2025)

■年少

詑.9X

35.舘

R7(2025)

156,732

253β83

56,538

RI?{2030}

口生産年齢

51.フ%

36.2X

(イ)将来予想される様々な諸課題、多様性への対応や、society5.0時代の到来に向け、

行政サービスをはじめデジタル化を推進し、圏域住民の利便性向上や経済成長を促

し、圏域で効果を享受する。また、SDGS(持続可能な開発目標)の理念を取り入れる

など、新しい時代に向かう流れを捉え、圈域で連携する取組みを継続して検討する。

R12(203の

156,744

239,723

56β28

R17 {2035}

口老年

50.2%

36.俳

R17(2035)

154,646

226,926

57,050

R22 {20401 R27 【2045}

(単位:人)

R22(204の R27(2045)

153,060 147,059

212,484 203,884

57,706 57,57フ

(ウ)新型コロナウイルス感染症拡大を受け、世界経済の大幅な落ち込みと不確実性が

高まっており、日本や地域の社会経済に甚大な影響を及ぼすとともに、人々の生活意

識や行動、価値観に変化をもたらしていることを踏まえる必要がある。

49.9X

(エ)ビジョンには、将来推計人口を踏まえつつ算出した連携中枢都市圏の取組みの結

果、実現されるべき中長期的な将来の人口等の目標を掲げることから、構成市町が策

定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等と整合を図る。

)第1期ビジョンの約4年間、人口減少に歯止めをかける施策に取り組んだものの

克服には至らず、連携中枢都市である長崎市は、平成30年、令和兀年の2年連続で

日本人の転出超過数が全国1位となった。また、長与町の転出超過は全国の町村で平
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成30年1位、令和元年2位、時津町は平成30年5位、令和兀年30位であり、依然

として上位に位置している。この状況を真塾に受け止め、第2期ビジョンでは人口減

少対策は喫緊の最重要課題であるという危機感を持って、取組みを着実に進める。

このため、圏域全体を活性化させるという大きな視点を持ち、連携中枢都市である

長崎市が圏域の経済成長を強力にけん引し、若年者の雇用対策や企業誘致など企業や

人材の受入体制の強化、多様な住まい方の実現、交流人口の拡大を図るなど、社会減

対策に取り組むとともに、圏域への経済効果を最大化させる。

また、圏域として、結婚・妊娠・出産の希望をかなえる取組みを推進し、子どもの

遊ぶ場や大人も子どもも楽しみながら学べる場の整備、多様な二ーズに応じた子育て

支援を層充実させ自然減対策に取り組む。

仂)令和4年度の九州新幹線西九州ルート暫定開業をはじめ、JR長崎駅や交流拠点施

設を含めた長崎駅周辺地区も新しい形に生まれ変わり、交流と賑わいのある新しい圏

域の玄関口の整備が進んでいる。その他、長崎港松が枝国際観光船ふ頭の2バース化

が事業化され、長崎スタジアムシティの計画も進められている。

また、気候変動により、広域かつ甚大な風水害のおそれに対し、市町の区域をまた

いだ圏域による対応も求められており、圏域の地域経済の活性化にも寄与し、災害時

のダブルネットワークとしても重要な役割を果たす西彼杵道路、長崎南北幹線道路の

速やかな進捗を図る必要がある。

コンパクト化とネットワーク化による『経済成長のけん引』、『高次都市機能の集積・

強化』及び『生活関連機能サービスの向上』により、人口減少・少子高齢社会におい

ても定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための取組みをさらに推進

する。

(キ)当圈域の連携協約の基本方針に掲げる「相互の資源及び機能を活用し、連携を図る

に基づき、圏域における新たな取組みを検討する。

オ域における役割

構成市町が緊密な連携を図り、「圏域全体の経済成長のけん引」、「高次の都市機能の集

積・強化」、「圏域全体の生活関連機能サービスの向上」の3つの柱に関連する取組みを

推進する。

圏域全体の経済成長

のけん引

将来像の実現に向けた取組み

連携町と協力しながら主に長崎市が担う役割

高次の都市機能の

集積・強化

7

圏域全体の生活関連

機能サービスの向上

長崎市と連携町が共同

して担うべき役割



力推進体制

民間、地域等の関係者で構成する「長崎連携中枢都市圏ビジョン会議」により協議し、

広域連携の推進や実施状況等、取組みの検証を行う。なお、具体的取組の実施状況及び成

果指標(KP D の推移を踏まえ、毎年度取組内容の見直しを1丁い、取組内容の充実を図

る。

①連携中枢都市宣言(H28.6月長崎市)
近隣の市町村と連携し,幽域全体の経済を

けん引し,圏域住民全体の暮らしを支える
という役割を担う意思、を公表

②連携協約の締結
・連携中枢都市と連携市町が連携して圏域
全体の政策を推進するにあたり、圏域形成
の目的、基本方針、連携する取組みを定め
る

③都市ビジョンの策定

・連携協約に基づき推進する具体的取組に
ついて記戰
・産学金官民の関係者からの意見を幅広く
反映

長崎広域連携推進協識会(首長会議)

・連携中枢都市圏構想における広域連携に関すること

・連携協約等に基づき推進する取組みに関すること

・ビジョンの策定及び変更に関すること

・その他広域行政に関する事項

キ

⇔

作業部会

・連携中枢都市圏の構成市町職員で組織(企画部門)

・長崎広域連携推進協議会における具体的な検討及び調整を行う

スケジュール(予定)

10月6月

長崎連携中枢都市圏ビジョン会議
・産業、大学・研究機関、金融機関等の関係団体で組織

・ビジョンに民間、地域の関係者の意見を反映

ゆ 一

11月

一

Π

一

1月

■

2月

一 夢

3月
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④施策体系

目指す将来像 活力と魅力にあふれる長崎都市~住みたい、住み続けたい、肪れたい~

※国連で採択された持続可能な開発目標SDGSの「持続可能で、誰一人取り残さない」社会の実現という理念を踏まえて施策を展開する.

圏邑■団圃圃匝圃囲圖
役割 政策分野

①経済成長戦略の策定及び推進

②産業クラスター形成及び地域

製造業の振興

携

連携協約に定める取組内容

企業、大学、研究機関、金融機関等の代表等による、

圏域の経済成長戦略の策定、推進

成
③地域資源を活用した地域経済

の裾野拡大

海洋産業クラスターの形成及び地場製造業における

ものづくりの生産性向上

圏域の多様な資源を活用した地場産品のプランド育

成、販路拡大及び消費拡大

④戦略的な観光施策の推進

高

一

【第2期ビジョン】具体的取組

長崎市経済成長戦略の策定及び戦略の推進、進捗

管理

新分野進出及び生産性向上の推進

①高度な医療サービスの提供

の

の

一

積

圏域への観光誘客、 MICE誘致等交流人口の拡大

工業分野におけるものづくり支援

造矧6造機分野におけるものづくり支援

長崎練り製品プランド化支援

長崎県産品の販売促進

物産振興推進

中小企業団体支援

「魚の美味しいまち長崎」の魅力発イ言

オープンデータの推進

●販路展開・生産性向上支援

②高度な中心拠点等の整備

.

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

.

救急医療体制の整備、先進医療の充実等

下線:変更箇所

●:ポストコロナ社会の構築及び50cietY5.0社会の実現に向けたデジタノWヒの推進

を踏まえた新たな具体的取組及び取組概要(案)

B)高等教育支援

一

一

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

■■

取組概要

令和3年度に長崎市経済成長戦略を策定し、経済活性化を推進する

地元企業の新しい取組を支援し、受注拡大や雇用の創出につなげる

長崎の強みである医療・海洋産業などの分野において、オープンイノペーションの手法の活用などにより

新たな産業を育成し、新産業の創出につなげる

民間の人材育成及び調査研究を支援し、経営力・競争力の強化を図る

造庁市貨機分野における技術・技能研修を支援し、基幹産業を担う人材を育成・確保する

水産練り製品のプランド化を展開して認知度を向上し、売上拡大につなげる

長崎県産品の宣伝斡旋・販路拡大を図り、県産品の売上拡大につなげる

特産品の知名度向上及び販路拡大を支援し、売上や取引機会の増加につなげる

長崎県中小企業団体中央会と協力・連携し、中小企業の振興を図る

観光客や住民に「長崎の魚」を発信し、長崎の魚の消費拡大を図る

圏域住民や企業等による活用を促進し、住民の利便性の向上及び企業活性化に寄与する

地域商社と連携し、魅力ある産品やサーピスの販路を開拓し、売上拡大や地域のブランディングを図る

● ECサイトへの出店等新たな販路の開拓、生産性の向上に取り組み、事業者の経営基盤強化を図る

●スマート水産業の導入(ビワ、イチゴ、トラフグ等)に取り組み、生産性の向上を図る

長崎市観光・MICE戦略に基づく観光施策を1隹進し、観光消費拡大、経済の活性化及び雇用創出を図る

観光資源の磨き上げ及び受入環境整備を行い、観光消費拡大につなげる

●感染症に対応したクルーズ船受入体制を構築し、クルーズ客を安全に受け入れ、観光消費拡大につなげる

産学官が連携してMICEの誘致・受入を推進し、圏域の交流人口拡大、経済活性化、雇用創出等を図る

地域の高度・急1生期・周産期医療を担う長崎みなとメディカルセンターの機能充実を図り、圏域住民が安

心できる医療環境を整備する

出島メッセ長崎を中核とした複合施設を整備し、国内外からの交流人口拡大と地域経済活性化につなげる

対面でのりアルの会議等に加え、同時配信によるりモートが併用可能なハイブリッド型の会議等にも対応
.
できる通信環境を整備する

産学官が連携してMICEの誘致・受入を推進し、圏域の交流人口拡大、経済活性化、雇用創出等を図る

2バース化により多くのクルーズ客船を受入れ、圏域経済の活性化につなげる

企業、大学、金融機関、行政など多様な主体が書画するプラットフォームを構築し、それぞれが持つ資源
.
や得意分野を活かしたオープンイノペーションの手法により、地域活性化・地域課題解決を図る

圏域7大学と連携し、長崎のまちの学びの場としての魅力向上を図り、効果的な情報発信を行い、学生の

就職等による将来的な地元定着も見据え、圏域内への進学の促進を図る

地元企業の認知度向上を支援し、企業に必要な人材を確保する

圃阿

圏域の交流拠点機能の整備推進、交流人口拡大

●スマート水産業の推進

長崎市観光・MICE戦略の策定と施策の推進

外国人観光客の誘客・受入態勢強化

.

大学との連携、学びの場の魅力向上と情報発信、圏域

への進学及び就職の促進

一

盟

産学官連携によるMICEの誘致・受入の推進

救急医療、高度・急性期医療及び小児・周産期医

療の充実

交流拠点施設の整僅

島

島

^

【再掲】産学官連携によるMICEの誘致・受入の

推進

松が枝国際観光船ふ頭の至IS二丞IL

産学官金連携による地域活性化・地域課題解決の

推進

学びの場としての魅力向上と情報発信

【再掲】学生等の地元定着支援
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役割 政策分野

ア医療

イ介護

ウ福祉

工教育

オ土地利用

①

携協

連携協約に定める取組内容

広域的な二次救急医療休制の維持・確保

介護サーピス事業所等支援、介護のの向上

子育て支援のネットワークづくり、子育て支援サーピ

スの向上

図書館の相互利用促進、生涯学習の機会の充実

長崎都市計画区域の一体的な整備、聞発及び保全

一次産業の担い手育成・確保

T

力地域振興

ゆ

喜

機

キ災書対策

イベント情報等の発信・共有

圏域企業等への就労及び定住促進

②

ク環境

ケその他

ア公共交通

【第2期ピジョン】具体的取組

二次救急医療機関(病院群輪番制病院)の運営支

援

高齢者ケアに係る研修会の実施

子育て支援のネットワークづくり支援

ファミリー・サポート・センターの相互利用

館・図室における蔵誓の貸し出し

都市計画の広域調整

大規模災害発生時の広域避難体制確立、相互応援の円

滑化

低炭素・循環型社会の形成、温室効果ガスの排出削減

火葬場の設置・運営

地域公共交通ネットワークの維持・形成、利便性向上

ワ
イ道路交通

ク

のウ情報発信

強

化
水産物の特産物・イペントに係るPR等の実施

独身者の婚活支援

職員研修の実施

●行政手続のデジタjWヒの共同研究

上 ト

広域幹線道路網の整備促進

工地産地消

オその他

一

し、 .

合同企業面談会の実施

学生等の地元定着支援

【3)

携

各種行事における連携、住民へα"宵報発信・情報共有

■■

ア職員育成・交流

取組概要

長崎医療圏による二次救急医療体制を確保する

●長崎医療圏において、1C「の活用などによる救急医療連携αX士組みづくりを検討する

圏域での研修会等により介護サービス事業所等を支援し、介護のの向上を図る

子育て支援人材の資質向上のため、圏域の子育て支援センターの連携を図る

圏域での相互利用により、利用者の利便性向上を図る

図書の貸し出しサービスを圏域で行い、生涯学習の機会を充実させる

長崎都市計画区域(長崎市、長与町、時津町及び諌早市)の広域調整を行い、一体的な整備、開発及び保

全を図る

の担い手育成・確保のためのる升修会やPR活動に取組み、圏域の 興を図る

長崎労働局、県と協力し、地元企業への定着や圏域での雇用創出につなげる

地元企業の認知度向上を支援し、企業に必要な人材を確保する

● SNSを活用し、企業情報などを若者に発信し、地元企業の識口度を高める

●オンラインでの採用活動を支援し、地元企業の採用力を強化する

1市2町と商工会議所等で#且織する協議会により労省事業を受託し、雇用の創出、経済活性化を図る

1市2町とながさき移住サポートセンターでの相談会を福岡で実施し、 UIJターンを促進する

災害応援協定に墓づき避難所を相互利用し、圈域住民の安全を確保する

櫂災証明の発行の事務に係る様式の統一や被害認定の判断基準など、災害時の事務を共通化し、円滑かつ

迅速な災害対応を行う

圏域の事業,斤向け環境配慮セミナーを共催し、 C02削減の取組を促進する

1市2町で火葬場を設置・運営し、圏域住民の衛生・安全を確保する

バス路線の再編や公共交通サービスの向上策につぃて検討するとともに、新たな交通手段の情報交換など
.
を行い、連携して移動手段の確保を図る

高規格道路(西彼杵道路、南北幹線道路)の建設促進の地域の合意形成に係る協力や要望活動を行い、道

路等交通インフラ整備の速やかな進捗を図る

1市2町が様々な情報を発信し、圏域内の情報共有や地域問交流の促進を図る

圏域における交流人口の拡大や域外観光客の誘客につながるイペント・観光情報はもとより、外国人との

共生に資する国際交流イベント、圏域住民の生活向上に資する人権啓発、男女共同参画に係るイペント等

の情報について1市2町で共有し、地域間交流を拡大し圏域の活性化につなげる

1市2町が相互にPR、生産者・事業者の相互参加により特産物の消費拡大を図る

県と県内市町が共同し、企業や団体問の独身者のグループ交流を支援し、独身者に対し出会いの機会を提

供する

1市2町の職員が券加する研修を実施し、職員の知識・能力の向上を図るとともに、職員間の交流促進、

ネットワークを強化する

圏域住民の利便性向上及び行政運営を効率化につなげるため、行政手続のデジタル化の共同研究を行い、
.
職員の知識の共有・能力の向上を図る

圏域7大学の学生とボランティアの機会を提供する地域団体等をつなぎ、学生の自己成長及び地域活性化

を図る

水産物特産物・イベントの情報発信

独身者の出会いの場の創出、婚活の支援

一

地域雇用創造事業の実施

移住相談会の共同実施

広域避難体制の構築

災害時の相互応援の推進

事業戸斤向け環境配慮セミナーの共同開催

火葬場の設置・運営

公共交通に係る協議・調整

学生地域東携活動支援事業(U・サポ)の推進イ人材育成

、

職員の資向上、職員間交流、相互の連携強化

学生と地域をつなぐ取組の推進

道路等交通インフラ整備に係る協議・調整

ケーブルデレピを活用した情報発信

生
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2 長崎市地域まちづくり計画(素案)の概要について

(1)計画の基本的考え方について

ア計画策定に係る経過と趣旨

(ア)経過

本市では、社会福祉法に基づき、「誰もが住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせ

るまち」を目指し、平成23年に第1期地域福祉計画、平成28年に第2期地域福祉計画を

策定しました。この計画は、市社会福祉協議会(以下、「市社協」)の「地域福祉活動計画」

と一体的に策定して、市社協と協働し地域福祉の推進に取り組んできました。

一方、平成23年度から地域コミュニティのしくみづくりプロジェクトにおいて、地域

の主体性、自立性を尊重した地域コミュニティの活性化を推進するため、地域の各種団体

が連携し、体的な運営を行う地域を支えるしくみづくりを行い、平成31年3月には長

崎市地域におけるまちづくりの推進に関する条伊1」を施行しました。

また、平成29年10月からはまちづくりを支援する職員を配置する等、市と市民が協働

して地域におけるまちづくりを推進しています。

国においても、「地域共生社会※1」の実現に向けて平成 29年度に社会福祉法を改正し、

①地域住民が地域課題の解決を図ること、②市は包括的な地域課題の相談に応じる体制

(複雑な地域課題を丸ごと受け止める体卸1)を整備することを追加して、更なる地域福祉

の推進を求めています。

そのため本市では、地域におけるまちづくりをより一層推進する中で地域福祉の推進も

図られると考え、地域一言を包した「崎地域まちづくり。」を策すること

としました。

なお、これまでと同様に、地域福祉の推進には、市社協との連携が必要であることから、

地域福祉活動計画」の要素も併せもつものとします。

【イメージ図】
H23 ~ RI R2H27 R3H28 H29

※1 「地域共生社会」とは、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超
えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のことをいう。

(平成29年2月7日厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定)
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(イ)趣旨

地域を取り巻く環境は、人口減少、少子化・高齢化、生活スタイルや価値観の多様化な

ど社会情勢が大きく変化してきており、地域においては、人暮らしの高齢者の増加、ひ

きこもりや生活困窮、虐待、孤立死等深刻な問題が顕在化するなど、地域課題は複雑化・

多様化してきています。

私たちが暮らす長崎市でも、自治会加入率の低下や地域活動への参加者の減少、地域

団体の役員の担い手不足など地域における連帯感が希薄化し、自助・共助の力が弱くなっ

てきているという現状がみられます。そのような中、様々な分野において自治会をはじめ

それぞれの団体が目的に応じて活動に取り組まれ、地域課題の解決に大きな役割を果たし

ていただいています。

長崎市では、将来に向けてこの大切な地域の力を集める地域コミュニティのしくみ

づくり」と、行政がしっかりと地域に寄り添った支援をする「1丁政サテライト機能再編成」

を進め、「地域を支えるしくみを構築しました。

地域コミュニティのしくみづくりでは、地域の各種団体が連携してまちづくりに取り組

むしくみを構築することにより、主体的に課題解決に取り組む地区が増え、地域における

体的なまちづくりの実現に近づいてきました。

また、行政サテライト機能再編成においては、4 か所の総合事務所と 20 か所の地域セ

ンターを設置し、それぞれにまちづくりを支援する職員を配置して、縦割りではなく地域

全体を見る体制を整備したことで、地域の特性に応じて寄り添ったまちづくり支援を行う

ことが可能となりました。まさに、市と市民が連携・協働して地域におけるまちづくりを

推進していくためのしくみが動き出したところです。

各地で頻発する大規模災害や新型コロナウイルス感染症をきっかけとした新しい日常

への転換など、地域と市が力を合わせて様々な環境の変化にも対応できるようにする必

があります。そのため、これからも地域のつながりをさらに深め、様々な主体がそれぞれ

の強みを活かし役割を果たしながら、「地域を支えるしくみ」を活用し、安定的かつ持続

可能な地域におけるまちづくり親(=地域自治)をより層進めていくため、本計画を策

定することといたしました。

棄2 「地域におけるまちづくり」とは、住民などが自らの地区に必要な取組みを地区全体で話し合い、実行していくことを
う。(長崎市地域におけるまちづくりの推進に関する条例第2条第3項)



イ計画の概要・位置づけ

長崎市地域まちづくり計画は、長崎市総合計画を上位計画として、長崎市よかまちづ

くり基本条例の趣旨にのっとり、安定的かつ持続可能な地域におけるまちづくりをさら

に進めていくため、目指す地域の姿やその実現に向けた支策などを示す計画とします

また、地域におけるまちづくりの推進は、地域福祉のほか、生活環境、教育文化、地

域振興など様々な分野に関わることから、本市の各個別計画と整合を図り、"地域自治の

視点"で包括する計画と位置付けます。

◆長崎市地域まちづくり計画と総合計画・個別計画との関係イメージ図

総合計画

ウ計画の期間

本計画は、令和3年度から令和7年度までの5か年計画とします。

◆計画期間

年度

地域福祉
第1期計画 第2期計画

言十画

地域

まちづくり

、画

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

長崎市地域まちづくり計画

"地域自治の視点"で包括する計画
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(2)第2期地域福祉計画の検証

第2期地域福祉計画では、めざす地域福祉の姿として「誰もが住み慣れた地域で、安心

していきいきと暮らせるまち」を掲げ、市内全地域で支えあいの力が強くなるように、地

域内の連携を強くする場の創出と地域で実践につなげる「わがまちのプランづくり」に

取り組んでいくこととしていました。

ア目標指標について

計画の推進にあたっては、次の3つの目標指標を定めており、基準値である平成

26年度の値から5年後の令和兀年度の値において検証を行いました。

目標値
検証結果R元H26目標指標

R元

住)ご近所に助け合える
38.0%28.フ%35.0%

人がいる人の割合

(2)地域活動等に参加し
訂.8%82.4%82.8%

たいと思う人の割合

54.0%(3)地域活動等に参加し
70.0%51.フ%

ている人の割合 ※H21年度

能.フ%参考:自治会加入率 71.1%

すべての指標において目標値を達成することができず、平成26年度の基準値の横

ばいまたは減少をしている状況です。ご近所付き合いの希薄化や地域活動の参加者

数の減少という現状がデータからも見えてきます。

《目標指標1の参考》ご近所に助け合える人がいる人の割合の現状と理想の比較

(令和兀年度長崎市地域まちづくり計画策定に係るアンケート調査より)

■何かで困ったときには、相談し、
【現状】 【理想】 助け合える人がいる

邑簡単なことであれば、困ったときβ90 3.100 19.510.913.フ 2.6%

に相談し、助け合える人がいる00%

助け合いや相談ごとはしないが、17.8 ■■% .
■■■■

世問話をする程度の人はいる■国■■% ■酉■巨■冒
■■■■幽■■

世間話などはしないが、あいさつ

をする程度の人はいる

顔は知っているが、言葉を交わす
36.1

ほどではない24.フ

%
ほとんど近所付き合いはない

無回答

・H26年度から 6.3 ポイント減
少し、達成率は75.5%である

・H26年度から 0.4 ポイント減
少し、達成率は93.8%である

・H21年度から 2.3 ポイント減
少し、達成率は73.9%である

27.4

%

アンケート結果から、「ご近所に助け合える人がいる」人(「何かで困ったときに

は、相談し、助け合える人がいる」及び「簡単なことであれば、困ったときに相談

し、助け合える人がいる」と回答した人)の割合を、現状と理想で比較してみる

と、「ご近所に助け合える人がいる」人は現状で28.フ%となっていますが、理想と

しては現状の倍近い55.6%の人が「ご近所に助け合える人がいる」ことを望んでい

ることが分かります。

このことから、今後もより一層、現状が理想に近付くように、ご近所同士で助け

合える関係を築くための地域での取り組みや市の支援が必要であると考えます。
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イ支え合う力を強くするための取り組みについて

(ア)地域内の連携を強くする場の 1出

地域(概ね小学校圓の各種団体等が集まって、地域の困りごとなどについての

意見出しや課題の共有、その解決方法について知恵を出し合う、話し合いの場を

開催し、未開催24地区の内7地区で開催しました。

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 計

目標値 10地区 10地区 4地区 24地区

実績値 1地区 2地区 1地区 7地区3地区

(イ)地域でにつなげる「わがまちのプランづくり」

課題解決に向けて、地域住民による取り組みを示した地区別計画ω寸也域計画)

策定の支援を行い、末策定地区52地区の内 16地区で策定されました。また、既

に策定した地区においても6地区で見直しを行いました。

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 計

目標値 13地区13地区 13地区 13地区 52地区
新規

1地区4地区 6地区 5地区 16地区策定 実値
(4)( 1 ) ( 11 )(5)( 1 )

M地区目標値 3地区 1地区7地区 3地区

見直し 6地区0地区実値 1地区 1地区 4地区
(6)( 1 ) ( 1 ) (4)

※()内は地域コミュニティ連絡協議会設立時に策定した地区の内数

2地区

「わがまちのプランづくり」においては、計画をつくることで、地域の目指す姿や

方向性が明確になり、プランづくりの過程においては、事業の見直しや負扣軽減の

きっかけづくりにつながりました。課題としては、目指す姿の実現のため、各団体

が連携した効果的な事業の創出や、既存事業の統合を図るなど、各団体の負扣を軽

減する必要が出てきました。

28地区

17地区

ウ地域コミュニティを支えるしくみについて

平成那年度から、地域福祉計画と地域コミュニティを支えるしくみを併せて推進

していくこととし、全市的に地域コミュニティ連絡協議会の設立に向けて、話し合い

の場の開催及びまちづくり計画の策定支援を行ってきました。

[地域コミュニティ連絡協議会設立地区実績(全77地区想定)]

H27年度
H29年度 R1年度H30年度H28年度 計

以前

1地区

6地区

3地区

目標値

実績値

工 検結果について

「地域内の連携を強くする場の創出」においては、話し合いの回数を重ねることで

当事者意識の醸成が図られ、また、話し合いの場に様々な団体や世代が参加するこ

とで新たな担い手の発掘にもつながりました。一方、住民に広く周知し、参加を呼

びかけるための継続的な情報発信が必要との課題も見えてきました。

16地区

9地区

6地区

2地区



「地域コミュニティのしくみづくり」と「行政サテライト機能再編成を進め、「地

域を支えるしくみ」を構築することで、地域の各種団体が連携し、体的な運営を

行う地域コミュニティ連絡協議会を設立する地区が増えるとともに、まちづくりを

支援する職員の配置により、市と地域が連携・協働して地域におけるまちづくりに

取り組むことができるようになりました。

方、課題としては、地域のまちづくりの担い手に対する人材育成をはじめ、情報

の提供、連携・交流の促進などの支援や、地域におけるまちづくりを進めることに

よって、地域福祉のみならず、自治会の活性化、防犯防災、健康づくり、教育など

多岐にわたって推進が図られることから、全庁体制での支援が必要であることが見

えてきました。

オ地域自治を進めるために必要な視点

ここまでの検証を踏まえ、これから地域自治を進めていくために必要な視点を

のとおり整理しました。

・当事者意識の醸成

・様々な団体や世代の参画

・人材発掘・人材育成

・地域全体で目指す姿の共有

・各団体の役割分担・相互補完の促進

・各団体や事業所等の連携及びネットワークづくりの強化

・様々な世代や多様な主体で構成された実行体制づくり

・全庁体制による支援の強化



(3)長市の現状

ア人口の推移

長崎市の総人口は、昭和60年を過ぎた頃から減少傾向にあります。

年少人口(15歳未満)が減少の途をたどる中、老年人口(65歳以上)の増加が継

続しており、少子化と高齢化が同時に進1丁している状況となっています。

(人) (注1)市町村合併の旧町の人口を含む。
550.000 (注2)総人口には年齢不詳含む.

505β35 505.566502,799
494,358 494.032 487.063483,303500.000 470,135467.835 37,968 M.99731,137 455.20653'1引

26,301 443.76664,56922,410 429,508450,000 78,291
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出典:国勢調査

世帯人数の推移

単身世帯が増加・し、一世帯あたりの人数は減少傾向にあります。

一世帯あたりの平均世帯人員は、昭和30年には4.67人だったのが、平成27年に

は2.20人となっており、世帯の小規模化が進んでいます。

(人、世帯) 〔各年10月1日現在〕
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ウ人口構成

平成27年の国勢調査による人口構成を見ると、60代の人口が最も多くなってい

ます。

現在、地域活動を支えている 60歳代、 70歳代の方々が、10年後20年後には支

えられる側となり、支える世代よりも支えられる世代の方が人口が多い構図となっ

ていくことが予想されます。 男女

20ρ0015,0000

198,7 2人

5,000

20,000

10,000

工自治会加入率の推移

自治会加入率も減少傾向にあり、平成元年は90%を超えていましたが、平成認年

からは70%を下回っています。

平成元年

15,000

150mo

228020人

10,000

145、^

0.^

5,卯0

自治会長や民生委員など、地
域活動の役員さんたちが多
い年代です。
現在の地域活動はこの世代
の方々に支えられています。

115、^
564 "ユ H3 H4 卜6 H6 H7 H且卜円 HIO H11 H11 Hla H14 H15 H16 H17 H18 H19 トロ0 トロ1 "22 103 '・124 トロ5 H26 H27 Hユ色卜09 H30 H31 R2

^加入似帯数^加入車

平成28年
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(4)計画策定に係る検討過程

ア計画策定における検討'程の重要性

地域自治を推進するためには、市役所内の関係部局の連携だけでなく、地域で取

り組む際に中心となる地域団体等の主体的な参画が重要となってきます。そのため、

市民アンケート調査や地域自治の扣い手となる様々な主体の方々にも意見をいただ

き、,十画策定を進めました。

イ計画策定の過程

(ア)長崎市地域コミュニティ推進本部

市長を本部長とし、関係部局長を委員とした長崎市地域コミュニティ推進本部

を設置し、本部会議、幹事会など全庁体制で計画の検討を行いました。

(イ)長崎市地域コミュニティ推進議会

地域活動団体、福祉・介護関係団体、教育関係団体、防災関係団体、産業関係

団体、公募委員など20名の委員で構成された同審議会において、ご審議いただ

き、様々なご意見をいただきました。また、本計画の名称についても検討いただきま

した。

(ウ)市民からの意見聴取

a市民アンケート調査の実施

18歳以上の長崎市民2,000人(無作為抽出)を対象に、近所づきあいや地域活

動への参加状況などの現状を把握するためアンケート調査を実施しました。

・調査期間:令和兀年12月1日~12月27日(27日間)

・調査方法:郵送方式価e布、回収ともに郵送で実施)

・回収状況:回収数 944人回収率 47.2%

b地域活動の担い手等との意見交換

地域コミュニティ連絡協議会や長崎市保健環境自治連合会等の地域活動団体、

若年世代等に対し、令和 2年8月からⅡ月にかけて活動における課題や市の

支援策などについて意見交換を行いました。

・地域コミュニティ連絡協議会
、^空r^.

・長崎市保健環境自治連合会

・長崎市社会福祉協議会地区支部 卑・兇、

・長崎市民生委員児童委員協議会

・長崎市青少年育成連絡協議会

・長崎市PTA連合会

・大学生



Cパブリック・コメントの実施

計画案について市民からの意見を幅広く募集するため実施する予定です。

・調査期間:令和2年12月11日~令和 3年1月12日(33日間)

(5)計画の推進体制

計画の推進にあたって、目指す地域の姿を実現するための目標指標と、各方向性の進

捗をはかる指標を設定するとともに、本計画は地域主体の計画であるため、各地域団体

の活動状況なども併せて、地域コミュニティ推進本部及び地域コミュニティ推進審議会

での十分な議論のもとに、総合的に進行管理していきます。

,本部会議

"幹事会
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(6)計画策定スケジュール
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(フ)計画の目指す地域の姿

地域自治を進めるための必要な視点を整理し、次のとおり目指す地域の姿」と

それを実現するための「2つの柱を定めました。

この2つの柱の考え方は、1つ目の柱は、地域の中で住民や地域団体等、様々な主

体が地域活動に参画する、そして市も連携・協働して取り組みを進めるということ

です。次に2つ目の柱は、柱1に掲げる地域におけるまちづくりをこれから先も続

けていくための基盤をつくる、という考え方です。

また、 2つの柱に取り組むために、それぞれ方向性を設定しました。

ア 目指す地域の姿

長崎市が目指す地域の姿

みんながつながり支えあい、安心していきいきと暮らせるまち

目指す地域の姿を実現するための「2つの柱」と2つの柱に取り組むための

口

柱1

(ア)

(イ)

(ウ)

(エ)

みんなで取り組む地域のまちづくり

人ひとりが地域に関心を持つ

様々な人や団体が参画し連携する

暮らしやすいまちづくりに取り組む

個性ある地域の魅力づくりに取り組む

柱2 未来へつなげる体制づくり

(ア)

(イ)

地域の体制づくりを進める

地域への支援体制を強化する



イ体系図

長崎市地域まちづくり計画は、長崎市総合計画を上位計画として、長崎市よかまちづくり基本条例の趣旨にのっとり、

長崎市地域におけるまちづくりの推進に関する条例の目的である安定的かつ持続可能な地域におけるまちづくり

をさらに進めていくため、目指す地域の姿やその実現に向けた支援策などを示す計画とします。

なお、地域におけるまちづくりとは、住民等が自らの地区に必要な取組みを地区全体で話し合い、実行していくこと

(長崎市地域におけるまちづくりの推進に関する条例第2条第3項)としており、本計画において目指す地域の姿は、

次のとおりとします。

目指す地域の姿

目指す地域の姿を実現するための

2つの柱

みんながつながり支えあい、安心していきいきと暮らせるまち

1 みんなで取り組む地域の

まちづくり

2つの柱に取り組むための

方向性

(1)一人ひとりが地域に関心を持つ

・地域(人、活動など)を知る

・日頃からあいさつ等を通して隣近戸斤とゆるやかにつながっておく

・困ったときには助け合える関係をつくる

(2)様々な人や団体が参画し連携する

・個人、地域団体、企業、市民活動団体など多様な主体が地域活動に参画する

・多様な主体や市、関係機関が情報共有を行い、強みを出し合って連携、協働を

進める

(3)暮らしやすいまちづくりに取り組む

・福祉や防災、生活環境、教育文化、賑わいに関することなど地域課題を把握し、

共有する

・支えあいや防災力の向上など、安全安心なまちづくりに取り組む

・地域の伝統文化の継承など、次世代へつなぐまちづくりに取り組む

(4)個性ある地域の魅力づくりに取り組む

・地域資源の発掘や新たな地域の魅力を創出する

地域の魅力を発信し、活性化に取り組む

(1)地如戊の体制づくりを進める

自治去をはじめとした様々な団体が連携し、一体的な地域運営を行う地域コミ

ユニディ連絡協議会を設立する

地域活動の担い手発掘、育成に取り組む

2 未来へつなげる体制づくり

よかまちづくり条例

原則(第4条)報共有・参画・協働◇まちづくり

◇市民の役割(第5条)市民の皆さんが、まちづくりにあたり、できる範囲でできることに取り組む

心がけを大切にしながら、情報を出し合い共有し参画し協働すること
◇市長等の務(第7条)情報共有、参画、協働によるまちづくりを進めることや、市政運営に係る

事務を適正に行い行政機能を発揮すること等

におけるまちづくりの推進に関する条例

◇目的(第1条)安定的かつ持続可能な地域におけるまちづくりの推進に寄与すること
◇定義(第2条第3項)地域におけるまちづくり住民等が自らの地区に彪腰な取組みを地区全体で

話し合い、実行していくことをいう

地域での取組み1,11

・あいさつが自然にできる地域づくり(あいさつ

運動等)

・地域の情報発信(広報紙等)

(2)地域への支援体制を強化する

・市や関係機関が連携し、地域の実情を把握する

・市や関係機関が連携し、包括的に相談を受ける体制を整備する

・市は関係機関と連携し、全庁体制で地域におけるまちづくりを推進する

一

・自治会加入促進

・1也域団体や活動の情報発信(広報紙、 SNS 等)

・地域内各団体の定期的な情報交換の場

・移住者と既住民との意見交換の場

■

・高齢者、子ども見守り活動

・鳥獣被害対策活動

・いざというときの避難体制づくり

・防災訓練の実施

一

ゆ

・地域資源を活かした活動

・地域資源を保全する活動

・特産品の開発

・市ホームページや広ま畔氏、 SNSなどを活用した

地域の情報発信

・公民館講座や出前講座の開催

・ながさき歴史の学校の開催
等

市などの支援例

・地域住民で地域のことを話し合う場の開催

・,情報交換会の開催

・活動やイベントの共催

・イベントカレンダーの作成

・子ども会議の開催

・自治会加入促進の支援

目的を持って活動するそれぞれの地域団体への

運営支援

・団体同士やボランティアの交流支援

一

等 等

・各分野(福祉や防災、生活環境、教育文化、賑わ

い等)の取り組み支援(情報提供、活動内容の相

談、助成金等)

等

一

・1也域活性化の支援

・商店街の賑わい整備支援

・移1主促進の支援
等

・1也域住民で地域のことを話し合う場の開催支援

まちづくり計画の策定支援

地域コミユニティ連絡協議会設立支援

地域運営のための講座、研修会の開催

・まちづくりを担う人材の養成

・介護や医療等の専門職との連携

・各分野における相談窓口の充実

・総合相談支援の充実

・行政サテライト機能再編成による地域を応援す

る市の体制整備

・地域包括ケアシステムの構築

・1也域コミユニティ推進本部による全庁体制での

地域におけるまちづくりの推進

市職員の地域活動への参加の意識づけ

等 等

゛,


